
令和７年度長岡市地域おこし協力隊（移住定住支援員）活動支援業務委託  

仕様書 

 

１ 目的 

  長岡市地域おこし協力隊（移住定住支援員）の隊員（以下「隊員」という。）を設置するに

当たり、受託者において隊員を雇用するとともに、隊員の円滑な業務遂行のために必要な活

動支援を行うものである。 

 

２  業務に関する基本的な考え方 

この業務は、本市の人口減少に歯止めをかけるため、地域おこし協力隊を活用し、隊員と

受託者が連携することで、移住定住者の増加を目指す。 

 

３ 委託業務の内容 

（１）業務名 

長岡市地域おこし協力隊（移住定住支援員）活動支援業務委託 

（２）業務内容 

地域おこし協力隊（移住定住支援員）の設置及び隊員の活動に関する伴走支援 

（当市は本業務における地域おこし協力隊を任用せず、新たに受託者が雇用する者に対

し地域おこし協力隊を委嘱するものとする。） 

（３）隊員数 

   １名 

（４）業務実施拠点（活動拠点） 

地域おこし協力隊：新潟県長岡市  

受託者：拠点は指定しないが、オンラインで当市や地域おこし協力隊と意思疎通できる

環境は必須とする。 

（５）実施期間 

契約締結の日から令和８年３月３１日までとする。 

（６）隊員の雇用に関すること 

  ア 隊員の雇用 

   ・隊員は、長岡市が地域おこし協力隊（移住定住支援員）として委嘱するが、受託者が職

員として雇用するものとし、隊員と長岡市の間に雇用関係は発生しない。 

   ・地域おこし協力隊の委嘱については、活動状況が良好であれば年度単位で更新し、３年

を超えない範囲で協力隊員として委嘱する。ただし、正式決定は市の各年度の予算成

立後となる。 

   ・委嘱期間が満了した場合、協力隊員としては解嘱となるが、受託者の職員として雇用を

継続することを妨げるものではない。 

  イ 隊員の活動 

・移住定住相談に関する活動 

・移住検討者の案内に関する活動 



・移住定住関連の情報発信に関する活動 

・その他官民連携・協働の重要性の認識に立って、市内の関係団体等と連携・協働して、

移住定住促進のために市が必要と認める活動 

  ウ 隊員の労働条件 

   ・隊員の労働条件は、受託者の規定に準じる。 

     ・雇用後に労働条件を変更する場合には、事前に長岡市と協議する。 

エ 給与、福利厚生 

   ・隊員の活動に対する報酬（給与）の支払いは、募集時の労働条件の規定に基づき、契約

の範囲内で行う。 

     ・ただし、隊員の活動以外の対価として受託者の負担により報酬等を加算することは可

能とする。 

   ・隊員に対する福利厚生（法定・法定外）は、受託者の規定に準じる。 

（７）隊員の活動支援に関すること 

   ・隊員が業務を遂行するに当たり、必要な支援を行う。 

   ・隊員の活動の進捗管理を行い、必要に応じて助言、指導等を行う。 

   ・隊員には委嘱期間の開始後速やかに年間活動計画書を作成させ、受託者で確認を行っ

たうえで委託者に提出する。 

   ・隊員には活動する月の前月２５日までに月間活動計画書を作成させ、受託者で確認を

行ったうえで委託者に提出する。 

   ・隊員には月間活動報告書を毎月作成させ、受託者で確認を行ったうえで翌月１５日ま

でに前月分を委託者に提出する。 

   ・隊員には委嘱期間の終期までに年間活動実績報告書を作成させ、受託者で確認を行っ

たうえで委託者に提出する。 

（８）隊員の活動等に係る経費の管理に関すること 

   ・受託者は、隊員の報酬及び活動に要する経費の支払いを行う。 

   ・上記支払いに係る書類（契約書、請求書、領収書等）を委託者に提出する。 

・本業務に係る経理について他の経理と区分し、その収支の事実を明らかにしておくも

のとする。 

・収支簿に関する証拠書類を準備するとともに、本業務は国の財政措置の対象となるも

のであることから、業務受託年度の翌年度から起算して５年間は廃棄せず、適切に保

管し、委託者の求めに応じて提示すること。 

（９）月例報告書及び実績報告書の作成 

・受託者は、業務月ごとに月例報告書を作成し、当該月の翌月１５日までに委託者に提出

する。 

・受託者は、委託期間終了日までに年間の業務実績報告書を委託者に提出する。 

・いずれの報告書にも、経費の内訳、受託者が隊員に対し支援した内容を記載する。 

（10）隊員の活動に関する対象経費 

   別表「対象経費一覧」のとおり 

 



４ その他 

（１）委託者、受託者及び隊員で必要に応じて打合せを行うものとする。 

（２）受託者は、当該受託業務の履行について管理をつかさどる業務主任者（当該受託業務に

関し、主として指揮・監督を行う者をいう。）を定め、委託者との協議に出席させるもの

とする。 

（３）本仕様書に定めのない事項については、両者協議のうえ、決定するものとする。 

 

別表 

長岡市地域おこし協力隊（移住定住支援員）対象経費一覧 

経費 隊員の活動に要する経費（上限 520万円） 

① 隊員の人件費 320万円／年を上限（社会保険料の自己負担分を含む） 

② 活動経費 200万円／年を上限 

・法定福利費  

・住居費 上限月額 4万円（光熱水費、共益費、敷金礼金等は除く） 

・車両関係費 自動車等の借上料（上限月額 3万円）、燃料費 

・保険料 傷害保険、車両保険等 

・パソコン賃貸借料  

・消耗品費  

・印刷製本費  

・研修等参加費  

・その他 市との事前協議により、事業実施に必要不可欠と認められた経費 

 

 

 


